様式第１３号（第１０条関係）

技術資料
１　提出者名　（提案者の企業名を記入）
２　グループ構成表
　①　代表者
　　企業名：

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	

	担当役割
	


②　その他のグループ構成員
⑴　企業名：

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	

	担当役割
	


⑵　企業名：
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	

	担当役割
	


⑶　企業名：
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	電話番号
	

	担当役割
	


　注１　グループの構成員全てを明らかにし、各々の役割分担を明確にすること。
　　２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。
３　企業概要及び企業状況
　　別紙（様式第１号の１及び様式第１号の２）へ記載すること。
４　有資格者の状況
	有資格者内訳
	人数
	合計

	電気工事
	一級電気工事施工管理技士
	人
	

	
	二級電気工事施工管理技士
	人
	

	
	監理技術者
	人
	

	
	その他
	人
	

	技術士
	建設
	人
	小計　　人
	

	
	電気・電子
	人
	
	

	
	機械
	人
	
	

	
	衛生工学
	人
	
	

	エネルギー管理士
	人
	

	その他
	人
	


注１　表中の「その他」については、可能な範囲で具体的に記入すること。
　　　２　有資格者のうち、各資格の代表者１名分の資格者証（表・裏）の写しを提出すること。
５　各構成員の業務実績
　　次の分類により、本業務に従事を予定している構成員の業務実績について、以
下の表へ記載すること。
【同種】ＥＳＣＯ事業による照明灯一括ＬＥＤ化事業
　【類似】ＥＳＣＯ事業以外による照明灯一括ＬＥＤ化事業（リース事業等）
　①　企業名：
	氏名
	実務経験年数
資格
	過去に従事した同種・類似事業の実績

	
	
	実施年度　立場（役職等）　業務概要

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	


②　企業名：
	氏名
	実務経験年数
資格
	過去に従事した同種・類似事業の実績

	
	
	実施年度　立場（役職等）　業務概要

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	


③　企業名：
	氏名
	実務経験年数
資格
	過去に従事した同種・類似事業の実績

	
	
	実施年度　立場（役職等）　業務概要

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	


④　企業名：
	氏名
	実務経験年数
資格
	過去に従事した同種・類似事業の実績

	
	
	実施年度　立場（役職等）　業務概要

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	

	氏名

	経験年数　　年
	

	
	資格の種類

	


　　注１　本提案における実務上の役割の責任者を必ず記入すること。
　　　２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。
６　現在手持ちの業務
	業務分類
	
	
	

	業務名
	
	
	

	発注機関
	
	
	

	契約金額
	
	
	

	履行期間
	
	
	

	業務の概要
	
	
	

	技術的特徴
	
	
	


　　※注　その他特筆事項があれば記入
７　添付書類
　①　様式第１号の１　企業概要書
　②　様式第１号の２　企業状況表
　③　様式第１号の３　ＥＳＣＯ関連事業実績一覧表
　④　様式第２号の１　暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書
　⑤　様式第２号の２　役員等氏名一覧表
⑥　印鑑証明書
所管法務局発行の証明書の正本で、受付日前3か月以内に発行されたものとすること。
⑦　商業登記簿謄本
現に効力を有する部分の謄本で、受付日前3か月以内に発行されたものを綴じたものとすること。
　⑧　納税証明書
最新決算年度の確定申告分の法人税、法人事業税及び法人町民税の納税証明書を各1通ずつ綴じたものとし、事務所が複数箇所ある場合には、本社所在地の官公庁で発行する納税証明書を提出すること。
⑨　財務諸表等
最新決算年度とその前年度の賃借対照表、損益計算書、利益処分（損失処理）計算書等の財務諸表を綴じたものを提出すること。
なお、写しでも可とする。
